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要約
集積の利益を求め都市への集中が進むが、過度の集中は集積の不利益をもたらす。特に
大都市のごみ問題は都市化の進展とともに、ますます深刻になっている。「ごみ=廃棄物j
とは不要になったものであり、家庭からの「生活系廃棄物Jと事業活動に伴う「事業系廃
棄物Jに分類されるのが一般的である。廃棄物の定義は国ごとに異なるが、日本の法律で
は事業系廃棄物のうち19種類を産業廃棄物と指定し、排出事業者自身が処理責任者である
と規定している。この19種類以外については、家庭からの廃棄物とあわせて「ごみjとし、
自治体がその処理責任者とされている。このような法律の規定では、都市ごみ(生活系ご
み)は実態よりも多く、逆に産業廃棄物(事業系廃棄物)は実態よりも少なく示されるこ
とになる。
ところが、主要先進諸国の廃棄物の総排出量をみると、日本の産業廃棄物は都市ごみの
6.5倍であり、 OECD平均の場合は3.4倍である。また単位当たり排出量でも、日本の都市
ごみはヨーロッパ並で少ないが、産業廃棄物はアメリカとほぼ同様であり、 OECD平均の
約1.4倍である。事業系廃棄物の一部が産業廃棄物に含まれていないことを考えると、デー
タと実態とにズレがあると考えられる。
主要都市の一人当たりごみ排出量を比較すると、札幌、東京都区部、大阪、福岡が平均
値以上である。これらの都市のデータを収集主体別にみると、東京都区部の直接収集ごみ
は他の都市と比較しでかなり多い。ごみの減量化に取り組むためにも排出主体が減量化に
責任を持つ体制を整える必要がある。都区部の事業系ごみは96年12月の全面的な有料化実
施により排出量の減少が報告されている。手数料有料化のメリットとしては排出抑制のイ
ンセンテイブの他に、手数料データから、排出量の実態データの収集が可能になることが
期待できる。実態の把握により減量化への民間の創意工夫も期待できるが、このためにも
実態データなどの情報の公開は重要である。
-創価大学システム科学研究所
事・東京都立大学都市研究所
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1.はじめに
集積の利益や様々な便益を求めて諸活動は都市
へ集中するが過度の集中は混雑現象とも呼ばれる
集積の不利益をもたらす。日常生活・経済活動な
どから日々排出される「ごみ」は、焼却による大
気汚染や最終処分場の不足などをもたらし、特に
都市の「ごみ」問題は都市化の進展とともに、ま
すます深刻になっている。
「廃棄物Jとは一般的には不要になったものと
されている。 OECD環境白書は廃棄物とは「水や
空気で薄められないすべての物質で、所有者がそ
れを処理したいと思っているか、又はしなければ
ならないもの」であるとしている (OECD、1992)。
わが国の平成2年版『厚生白書』は、「物やサー
ビスが持つ本来の効用が認められなくなり不用と
された物が『廃棄物JであるJとしている(厚生
省、 1991)。
「廃棄物」の定義や処理方式は国により、時代
により異なり有用物が不用になった時点で潜在的
な廃棄物になる。この不尽かどうかは、物の客観
的価値だけで決まるのではなく、リサイクル体制
や処理方式など周囲の環境や当事者の主観によっ
ても変化する。環境に対する考え方や地理的状況
などの違いも排出量に影響を与えているといえよ
つ。
以下では、東京都の廃棄物問題について主とし
て経済活動との観点から考察する。まずOECD諸
国の廃棄物排出状況と日本の廃棄物の現状を概観
した後、東京都の「廃棄物」について経済活動と
の関係を中心に考察する。
2.廃棄物の現状
2. 1 OECD諸国の廃棄物
廃棄物とは不用になり廃棄されたものであるが、
家庭から排出される「生活系廃棄物」と事業活動
に伴って排出される「事業系廃棄物」に分類され
る。生活系廃棄物は一般に「都市廃棄物J(munici-
pal waste)とも呼ばれる。
都市ごみの処理は埋め立て処理と焼却処理が中
心である。アメリカでは約60%、ヨーロッパ諸国
では70%が埋め立て処理であるのに対して、日本
では38%を埋め立てている (OECD、1992)。
ドイツでは以前は廃棄物の約半分が焼却されて
いたが、ダイオキシンなど有害物の発生防止の面
から現在では基本的には焼却していない。特にフ
ライブルク市はごみの焼却を法律で禁止し、分別
収集とリサイクルを義務づけている(鍋島ほか、
1997)。東京ごみ白書によれば、ニューヨークで
は1990年に510万トンのごみが排出され、 10%が
焼却、 90%が埋め立てであったことが示されてい
る(東京都清掃局、 1995)。
地理的条件から見れば、ヨーロッパ諸国および
日本は埋め立て余地に乏しい。焼却処分は大気汚
染を引きおこすため、ヨーロッパではリサイクル
重視の減量化が進められている。日本もヨーロッ
パと同様に埋め立て余地が乏しいが、焼却による
減量化で対応してきた。しかし、焼却によるダイ
オキシン汚染問題が深刻になっており新たな対応
を迫られている。
OECD諸国の1980年代後期の廃棄物排出状況を
表lに示す。 OECD全体の産業廃棄物排出量は都
市廃棄物排出量の3.4倍であるが、日本の場合は
6.5倍であり、都市廃棄物に比べて産業廃棄物の
相対的な多さが目立つ。
表 1 1980年代後期の廃棄物排出量 (100万トン)
都市廃棄物(a)産業廃棄物(b) 倍率(b/a)
カナダ 16.4 61.0 3.7 
アメリカ 208.8 760.0 3.6 
日本 48.3 312.0 6.5 
フランス 17.0 50.0 2.9 
西ドイツ 20.2 61.4 3.0 
イタリア 17.3 43.7 2.5 
イギリス 17.7 50.0 2.8 
北米 225.0 821.0 3.6 
OECD太平洋 60.0 333.0 5.6 
OECDヨーロッI~ 136.0 272.0 2.0 
OECD 420.0 1430.0 3.4 
出所:OECD環境白書、 1992、172ページをもとに作成.
注・カナダの(b)は1980
表1に示したのは排出総量であるが、次に主要
7か国の単位当たりの廃棄物排出量を表2に示す。
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表2 主要国の廃棄物排出状況 (1990)
産業廃棄物 都市廃棄物
日本 175 408 
カナダ 191 601 
USA 172 706 
フランス 61 360 
西ドイツ 76 351 
イタリア 44 374 
イギリス 74 348 
OECD平均 127 486 
単位 kg/l000US$ kg/capita 
出所:OECD Environmental Performance 
Review Japan、1994
これは1990年の一人当たり都市廃棄物と付加価
値当たり産業廃棄物の排出量比較である。一人当
たり都市廃棄物では、アメリカの排出量が706kg
と多く、ヨーロッパ諸国の排出量348kg-374kg
の約 2倍である。日本は408kgで、ヨーロッパ諸
国より多く、 OECD平均排出量486kgよりは少な
し、。
一方、付加価値当たり産業廃棄物排出量では日
法律により 19品目指定
本は175kgで、あり、アメリカの172kgとほぼ同様
であり、 OECD平均排出量127kgの約1.4倍である。
廃棄物の定義は国ごとに異なるため分析には注
意が必要である (OECD、1991)が、表1、表 2
の観察結果からは次の 2点が指摘できる。
(1) アメリカの排出量は多く、 OECD全体の廃
棄物量の中にしめる割合では、都市廃棄物は
19.7%、産業廃棄物は53.1%を占める。
(2) 単位当たり排出量では、日本の都市廃棄物
排出量はヨーロッパ並であるが、産業廃棄物
排出量はアメリカと同水準である。
以上のことから、日本の産業廃棄物は都市廃棄
物と比較して多いことが分かる。
2. 2 日本の廃棄物
データの比較から日本の産業廃棄物は都市廃棄
物と比較して多いことが示された。日本の廃棄物
を具体的に検討するにあたって、まず、日本の廃
棄物の分類から見ていこう。廃棄物は「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律J(以下では「廃掃法」
固形の廃棄物
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と呼ぶ)により家庭から排出される生活系廃棄物
と事業活動から排出される事業系廃棄物に分類さ
れる。この関係を図1に示す。
「廃掃法」は事業系廃棄物のうち19種類を産業
廃棄物とし、その処理責任は排出事業者自身にあ
ると規定している。これら19種類とは、燃えがら、
汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック、
紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残淳、ゴム
くず、金属くず、ガラス及び陶磁器くず、鉱さい、
建設廃材、動物のふん尿、動物の死体、ばいじん
類、以上18種類を処分するために処理したもので
ある。
生産活動に伴う廃棄物で、安全化処理が必要な
もの、つまり適正に処理をする必要がある廃棄物
を産業廃棄物と指定し、処理責任は事業者自身が
持っと規定している。
事業系廃棄物のうち上記19種類以外は、事業系
一般廃棄物と定義され、ニの事業系一般廃棄物と
生活系廃棄物をあわせたものは一般廃棄物と定義
される。「廃掃法」では一般廃棄物の処理責任は
市町村にあると規定し、一般廃棄物のうち固形の
もの(し尿・生活雑排水を除いたもの)を「ごみJ
に分類し、「ごみjの処理費用は基本的には市町
村の一般財源で賄われている。
以上の規定によりOECD諸国との比較では、日
本での都市ごみ(生活系ごみ)は実態よりも多く、
逆に産業廃棄物(事業系廃棄物)は実態よりも少
なく示されることになる。つまり、前述のように
都市廃棄物に事業系一般廃棄物が含まれているこ
とを勘案すると、日本の都市廃棄物の排出量はほ
ぼヨーロッパ並の水準であり、産業廃棄物に事業
系廃棄物の一部が含まれていないことを考えると、
生産工程にも工夫が必要であるといえよう。
さらに、 OECD諸国の統計では有害廃棄物が記
載されているが、日本の場合は、有害廃棄物は
「特別管理廃棄物」とし、特別の意味が明示され
表3 ごみ排出量の比較 (193年度)
ごみ排出量 人口 一人当たりごごみ排出量の人口の対全国み排出量 対全国シェアシェア
(1000トン) (1000人) (kg) (%) (%) 
全国 50304 124764.2 403.2 100.0 100.0 
県庁の所在地 18722 36497.4 513.0 37.2 29.3 
政令指定都市 (10) 9283 17259.9 537.8 18.5 13.8 
東京都 5674 11830.3 479.6 11.3 9.5 
東京都区部 4401 8080.0 544.7 8.7 6.5 
出所東示ごみ白書』東尽都清掃局より計算
表4 東京都のごみ排出量の推移
ごみ合計 対前年比 局集 対前年比 持ち込み 対前年比
1984 3793.3 0.2 3077.9 ー0.4 715.3 2.9 
1985 3979.9 4.9 3158.4 2.6 821.5 14.8 
1986 4275.1 7.4 3319.9 5.1 955.2 16.3 
1987 4490.8 5.0 3417.3 2.9 1073.5 12.4 
1988 4782.9 6.5 3496.3 2.3 1286.6 19.8 
1989 4901.4 2.5 3645.3 4.3 1256.2 -2.4 
1990 4809.8 -1.9 3615.9 -0.8 1193.9 -5.0 
1991 4707.9 -2.1 3603.8 -0.3 1104.1 暢7.5
1992 4522.3 -3.9 3522.0 -2.3 1000.3 司9.4
1993 4401.0 -2.7 3441.0 -2.3 960.0 -4.0 
1994 4319.7 -1.8 3360.3 -2.3 959.4 ー0.1
出所:東京ごみ白書、統計年報 単位:1000トン、 % 
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表5 東京都の局集ごみの内訳
可燃ごみ 構成比 分別ごみ 構成比 粗大ごみ 織成比 局集ごみ
1984 2121.3 68.9 719.3 23.4 61.8 2.0 3077.9 
1985 2272.1 71.9 819.3 25.9 67.0 2.1 3158.4 
1986 2449.6 73.8 804.1 24.2 66.3 2.0 3319.9 
1987 2535.6 74.2 815.3 23.9 66.5 1.9 3417.3 
1988 2586.5 74.0 837.6 24.0 72.3 2.1 3496.3 
1989 2707.2 74.3 861.1 23.6 77.0 2.1 3645.3 
1990 2695.7 74.6 846.7 23.4 73.6 2.0 3615.9 
1991 2688.0 74.6 845.5 23.5 70.3 2.0 3603.8 
1992 2644.1 75.1 813.5 23.1 64.5 1.8 3522.0 
1993 2591.0 75.3 785.0 22.8 66.0 1.9 3441.0 
出所:東京ごみ白書 単位:1000トン、 % 
ていない。
事業活動に伴う廃棄物は全て産業廃棄物であり、
事業者がその処理責任を負うことになっていれば、
一般市民の感覚とも一致するであろうし、「特別
管理廃棄物jも「有害廃棄物Jと称する方が実態
を直接表現している。一般市民がその内容を直感
的に把握できるような名称(名前と実態の一致)
をそろそろ検討する時期にきているのではないだ
ろうか。
本論文では、都市ごみと経済活動を中心に考察
するため、産業廃棄物については以上の指摘のみ
にとどめる。
3.東京都のごみの現状
前節ではOECD諸国の廃棄物排出量に関して、
日本の排出量と比較したが、以下では日本国内の
大都市間での廃棄物排出量を比較・検討する。
表3に都市のごみデータを中心とした1993年度
のクロスセクションデータを示す。掲載した地域
区分は東京都区部、東京都、政令指定都市、県庁
所在地、全国である。
この表で一人当たりごみの年間排出量をみると
全国平均、 47都道府県の県庁所在地平均、 10政令
指定都市の平均、東京都区部の順に多く、 10都市
平均は全国平均の1.3倍である。ごみ排出総量を
対全国シェアでみると東京都は11.3%、政令指定
都市(10都市)の合計は18.5%であり、約23%の
人口が約30%のごみを排出している。一方一人当
たり排出量でみると、都区部の排出量が最も多い。
東京都清掃局では、一般廃棄物を可燃ごみ、分
別ごみ(不燃・焼却不適)、粗大ごみに分けて収
集し、 1989年からは粗大ごみは全面有料とし品目
ごとに手数料を設定している。事業系ごみは10キ
ログラムまでは無料であったが1996年12月から全
面有料化とした。
表4では、東京都の「ごみ」排出量の推移を
「ごみ合計」、「局集ごみ」、「持ち込みごみ」に分
類して示す。これは東京都清掃局が収集・処理・
処分を担当しているごみ、つまり都区部の「ごみ」
排出量の過去1年間の推移である。 1989年をピー
クとして1994年まで総排出量の減少傾向は続いて
いる。
「局集ごみ」は緩やかな変動であり、現在も減
少傾向が続いている。「持ち込みごみJは変動が
大きく、ごみ量全体の変動の原因ともなっており、
バブル形成過程では2桁の増加率を示していたも
のの1989年をピークに減少が始まり 1994年には
1986年水準にまで減少し、 1993年ではほぼ前年並
みを示している。「局集ごみJも1989年をピーク
とし減少傾向を示している。
次に表5により清掃局が収集している局集ごみ
の内訳をみると、 1984年から1993年までの10年間
では、局集ごみの中の可燃ごみの割合が年々増え、
1993年には全体の75%にも達している。
表6には東京都の清掃局がごみ減量化のために
行った施策を示す。 1991年の粗大ごみ手数料制度
改正、 1996年の事業系ごみの全面有料化実施は、
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表6 東京都清掃局の施策
ごみ減量化対策
1989 ごみ減量キャンペーンの展開
1990 ごみ問題緊急対策室設置
1991 粗大処理手数料制度改正{品目別徴収)
1993 袋による排出ルール変更 (1994年1月実施)
1994 デポジッ卜制度のモデル事業実施
1995 東京ごみ白書j発行
1996 事業系ごみの全面有料化実施
http:/www.tokyo-teleport.co.jp/tokyo-slim/ 
経済的手段によるごみの減量化を目指した施策で
ある。
4.東京都の廃棄物と経済活動
4. 1 東京のごみの特徴
前節では、東京都の廃棄物データを中心に検討
した。本節では東京都の廃棄物を経済活動を示す
指標との関係を中心として見ていくのであるが、
その前に他の主要政令指定都市と比較検討する。
表7に主要政令指定都市の一人当たりごみ排出
量を示す。政令指定都市10都市と東京都、東京都
区部、 10都市平均について、 1989年と1993年の 2
時点の比較である。 1993年度の排出量が10都市の
平均値以上を示す都市は、北から}頓に札幌、東京
都区部、大阪、福岡である。東京都区部は1989年
には10都市平均の1.2倍であったが、 1993年には
ほぼ平均値水準となっている。
これら平均以上の排出量を示す都市の直接収集
表7 政令指定都市の一人当たりごみ量の比較
1989年度 1993年度 1993/1989 
札幌* 615.2 652.6 1.06 
川崎 484.9 440.1 0.91 
横浜 442.5 441.2 1.00 
名古屋 434.5 454.3 1.05 
京都 465.7 513.0 1.10 
大阪* 773.1 794.4 1.03 
神戸 469.6 527.4 1.12 
広島 331.9 371.1 1.12 
北九州 428.3 471.6 1.10 
福岡* 476.3 576.2 1.21 
東京都 516.2 479.6 0.93 
10都市平均 511.1 537.8 1.05 
東京都区部* 592.1 544.7 0.92 
(注)*は1993年度の値が10都市平均以上を示す.
分と持ち込み分を常住人口を分母とした、一人当
たりごみ排出量に換算して表8に示す。 10都市の
中の最低排出量を示す広島データを参考用として
掲載する。 1993年度のデータで具体的に検討する
と、排出量合計では札幌は東京都区部の約1.2倍、
大阪は約1.4倍であるが、直接収集分でみると札
幌、大阪、福岡はほぼ同じ水準であり東京都区部
はこれら 3都市の約1.5倍の排出量である。東京
都区部の直接収集ごみは他の都市と比較するとか
なり多いと言えよう。「東京ごみ白書Jによれば
東京都区部のごみのうち60%は事業系一般廃棄物
である。 1996年に事業系廃棄物の収集手数料の全
面有料化が実施されたため、今後有料化後のデー
タが公表されると経済的手段による排出抑制効果
表8 常住人口一人当たりごみ量(収集形態別)
{単位 :Kgl人)
都市名 1頁自 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 
札幌市 直接収集 250.8 263.6 280.6 294.7 301.5 300.3 302.1 298.0 294.5 
持ち込み 302.7 293.6 347.7 323.7 313.7 348.7 394.7 329.0 358.1 
j@; 計 553.5 557.2 628.3 618.3 615.2 649.0 696.8 627.0 652.6 
大阪市 直嬢収集 233.7 258.3 271.7 268.3 272.6 277.5 282.8 278.7 290.5 
持ち込み 434.7 438.0 450.2 469.7 500.9 536.2 544.2 509.8 503.9 
4Eb司. 計 668.4 696.4 722.0 738.0 773.5 813.7 827.0 788.5 794.4 
福岡市 直接収集 207.7 223.4 243.0 250.8 258.2 261.1 268.1 267.9 284.6 
持ち込み 163.7 175.9 185.2 198.7 218.1 212.6 228.9 221.1 260.1 
dEsコ‘ 計 371.4 399.3 428.2 449.5 476.3 473.7 497.1 489.0 544.7 
東京都区部 直援収集 378.0 396.2 409.0 420.0 440.3 443.0 442.0 434.2 425.9 
持ち込み 98.3 114.0 128.6 154.5 151.7 146.3 135.4 123.0 118.7 
4E2司‘ 計 476.2 510.1 537.6 574.5 592.1 589.2 577.4 557.3 544.6 
広島市 直銭収集 156.1 167.8 173.8 178.1 183.6 181.4 189.0 190.5 200.5 
{参考) 持ち込み 117.8 124.2 129.6 135.2 147.4 163.0 171.6 168.7 169.7 
dEaヨh 計 273.9 292.0 303.4 313.3 331.0 344.5 360.5 359.2 370.2 
出所東京ごみ白書j、1995収録データより計算
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の実証分析が可能となるであろう。
4. 2 東京都の経済活動とごみ
次に東京都と主要都市の経済活動別の生産額と
ごみの関係を検討する。一人当たりごみ排出量が
10都市の平均以上を示す3都市(札幌、大阪、福
岡)と東京都について、経済活動別生産額のシェ
アを用いた特化係数1)の推移を表9、表10、表1
に示す(大友、 1982)。
表9 製造業の特化係数
製造業 札幌 東京都 大阪 福岡 10都市計
1985 0.28 0.75 0.69 0.25 0.81 
1986 0.30 0.72 0.68 0.25 0.80 
1987 0.29 0.69 0.67 0.28 0.79 
1988 0.27 0.64 0.67 0.27 0.77 
1989 0.25 0.63 0.63 0.24 0.75 
1990 0.25 0.63 0.62 0.25 0.74 
1991 0.25 0.64 0.62 0.25 0.74 
1992 0.25 0.65 0.61 0.24 0.71 
1993 0.24 0.67 0.56 0.25 0.71 
生産額をX、シェアをS、地域を i、経済活動
の種類をj、地域の全産業生産額をX吋とすると
地域の経済活動別生産額シェアは次式で表示でき
る。
Sii=X./XiT 
これを用いた特化係数は、全国のシェアをSり
とすれば次式で表示できる。
特化係数 ii=S./S Tj 
経済活動の指標には経済企画庁「県民所得統計」
より経済活動別生産額(以下GDPと呼ぶ)を用
いた(木村・萩原、 1997)。
表10 卸・小売り業の特化係数
卸・小売り業 札幌 東京都 大阪 福岡 10都市計
1985 1.78 1.22 2.08 2.08 1.55 
1986 1.66 1.24 2.09 2.07 1.54 
1987 1.67 1.17 2.13 2.07 1.57 
1988 1.73 1.17 2.16 2.10 1.59 
1989 1.78 1.17 2.26 2.10 1.63 
1990 1.82 1.14 2.18 2.13 1.62 
1991 1.88 1.16 2.16 2.10 1.62 
1992 1.89 1.15 2.23 2.10 1.64 
1993 1.85 1.19 2.22 2.15 1.64 
仙台、千葉はGDPデータがないため対象外と
し、政令指定都市のうち、札幌、川崎、横浜、名
古屋、京都、大阪、神戸、広島、北九州、福岡の
10都市と東京都 2)を計算対象とした。
表9の製造業特化係数では札幌、福岡は非常に
小さいが、東京はほぼ10都市の平均並である。次
に表10の卸・小売り業でみると札幌、大阪、福岡
は10都市の平均値以上であるが、東京都は平均値
以下である。一方表1に示されるサービス業の特
化係数では札幌と東京の特化係数が大きいことが
示される。
表1 サービス業の特化係数
サービス業 札幌 東京都 大阪 福岡 10都市計
1985 1.39 1.37 1.01 1.22 1.06 
1986 1.39 1.30 1.01 1.24 1.07 
1987 1.39 1.34 1.00 1.22 1.07 
1988 1.39 1.37 1.01 1.22 1.07 
1989 1.37 1.40 1.00 1.26 1.07 
1990 1.35 1.42 1.03 1.28 1.08 
1991 1.40 1.39 1.06 1.26 1.11 
1992 1.41 1.40 1.07 1.23 1.12 
1993 1.41 1.39 1.10 1.24 1.13 
却・小売り業およびサービス業などの事業活動
からは「紙ごみJ、「厨芥」など産業廃棄物に分類
されない「事業系一般廃棄物Jが排出される。製
造工程からの廃棄物は産業廃棄物として生産者自
身が処理責任者であるが一般廃棄物は自治体が処
理・処分の責任主体である。上記の4地域では事
業活動による「一般廃棄物」の排出量が多いこと
が共通の特徴であり、特化係数の比較から以下の
点が指摘できょう。
(1) 製造業の特化係数が小さい都市は事業系ー
般廃棄物が多い。
(2) 却・小売り業の特化係数が大きい都市は事
業系一般廃棄物が多い。
製造業の場合は産業廃棄物として事業者自身に
適切な処理が義務づけられているが、一般廃棄物
は各都市の自治体が処理責任者であるため、排出
事業者自身か委託を受けた処理業者かが清掃工場
に搬入し、その後は自治体の清掃工場で中間処理・
最終処分が行われる。これらは自治体により運営
されているため、費用は一般財源で賄われている。
最近では「ごみ」減量化のための経済手段とし
て手数料の有料化を実施している自治体もある。
ただし、この場合でも一般的には収集手数料の有
料化程度である。
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「ごみ」処理の全過程は、ごみの収集から、中
間処理、最終処分までである。中間処理を行う清
掃工場の建設、最終処分場の建設などは用地の取
得にはじまり、工場を建設し、処理設備を設置す
るような公的投資であり、費用の算定・把握は難
しい問題である。
5.おわりに
以上では都市のごみ問題を整理する第1段階と
して東京都におけるごみ排出量と経済活動との関ぽ
連を中心に考察した。東京では今後もごみ排出総
量の抑制が重要である。地価の下落などによる都
心居住の回復が見られる地区もあり、常住人口の
増加によるごみ排出量増加も懸念される。
都区部の事業系ごみは96年12月の有料化実施に
より減少が報告されている(日本経済新聞、 1997
年3月26日)が、生活系ごみについても減少対策
は不可欠で、あろう。
有料化のメリットとしては排出抑制のインセン
テイブの他に、手数料データから、排出量の実態
データの収集が可能になることが期待できょう。
実態が明らかになれば、ごみ処理問題での民間の
創意工夫も期待できるが、このためにも実態デー
タなどの情報の公開は重要である。
また、カン・ピンなどの資源ごみに関して、集
積のメリット活用の検討が考えられる。例えば東
京スリムのホームページなどで廃棄物・資源情報
を提供するなどの情報流通の仕組みを作り、規模
の経済、範囲の経済、市場メカニズムなどの利用
を図るなどである。循環型都市の提唱がなされて
いるが、熱・エネルギー・資源の回収の面から、
発生時点、発生地点と利用時点、利用地点の分離
の可能性も検討すべきであろう。固形燃料化技術
によりエネルギーの貯蔵・移動が可能になってい
る。
また、廃棄物の処理・処分費用を、税金で賄う
のか、商品価格に転嫁するのかも議論となろう。
都市施設の建設の意思決定のルールを見直す必要
もある。今後は事業系一般廃棄物にも産業廃棄物
としての対応が求められるであろう。
i主
1 )特化係数計算に使用した経済活動別生産額データ
の分類は以下の通りである。産業、製造業、建設
業、電気・ガス・水道業、卸・小売り業、サービ
ス業の6分類のデータを用いた。
2 )経済活動別生産額データについては、東京都区部
のみのデータは無いため東京都全体のデータを使
用した。
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The rising level of municipal solid waste (MSW) has become an important policy problem， es-
pecially in metropolitan areas， because of the shortage of landfills and disposal facilities. In 
Japan， waste is classified as “general" and “industrial". The Japanese classification of 19 
groups of industrial waste， which is specified in the Waste Disposal and Public Cleansing Law， 
is unique in the OECD. Municipal solid waste is defined as “general" waste minus night soil. 
The per capita MSW of major OECD countries can be categorized into two groups: USA and 
Canada in the upper group， and Japan and European countries in the lower group. While the 
level of per capita MSW for Japan is close to the level of European OECD countries， the level of 
industrial waste per value added is more than the level of USA. 
The per capita MSW for the major cities in Japan show a substantial variance from city to 
city. There are 3 cities， of which the levels are higher than that of the average: Sapporo， Osaka， 
and Fukuoka. The level of Tokyo is approximately as same as that of the average. We calcu-
lated the share of various economic activities to examine the economic characteristics of re-
spective cities for the MSW generation. Our results suggest that respective economic activities 
generate various levels of MSW. It appears that the economic activities of trade and personal 
services generate much MSW， e.g. from packaging and discards from office automation ma-
chines such as copiers. 
In view of the above results， itcan be concluded that 
(1) For further research， data with greater details will be required; and， 
(2) To effectively conduct waste planning and management， economic cost-benefit thinking 
is desired， which should include， among others， recycling， dispose reduction， and natural re-
sources conservation. 
